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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記式（１）を満足するポリメタクリル酸メチル換算分子量分布を有するポリアミド樹脂
であって、
前記ポリアミド樹脂が、ポリデカメチレンテレフタルアミド（ポリアミド１０Ｔ）、ポリ
ノナメチレンテレフタルアミド（ポリアミド９Ｔ）およびポリデカメチレンテレフタルア
ミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリアミド１０Ｔ／６１２）からなる
群より選ばれる少なくとも１種であり、
重量平均分子量（Ｍｗ）が９０００以上１５０００未満であるポリアミド樹脂。
Ｑ／Ｐ≦１．４５      （１）
上記式（１）中、Ｐは、ポリアミド樹脂の分子量分布曲線において、分子量分布曲線の最
頻値の重量分率を１００％とした時、重量分率７０％に対応する点のうち分子量の最も高
い点から分子量最大値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横軸で挟まれた部
分の面積を示す。Ｑは、分子量分布曲線において、重量分率７０％に対応する点のうち分
子量の最も低い点から分子量最小値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横軸
で挟まれた部分の面積を示す。
【請求項２】
下記式（２）を満足する少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合して得られる請求項１記
載のポリアミド樹脂。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）



(2) JP 6458452 B2 2019.1.30

10

20

30

40

50

上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
【請求項３】
請求項１または２記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに亜リン酸、ジ亜リ
ン酸およびそれらの金属塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物０．００１～
３重量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
【請求項４】
請求項１または２記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに無機充填剤５～２
００重量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
【請求項５】
前記ポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに無機充填剤５～２００重量部を含有し
、無機充填剤の総量１００重量％中、少なくとも針状充填剤および／または板状充填剤を
１５～１００重量％含有する請求項３記載のポリアミド樹脂組成物。
【請求項６】
請求項１または２記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに難燃剤１～５０重
量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
【請求項７】
前記ポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに難燃剤１～５０重量部を含有する請求
項３～５のいずれか記載のポリアミド樹脂組成物。
【請求項８】
前記難燃剤が少なくともリン含有化合物を含む請求項６または７記載のポリアミド樹脂組
成物。
【請求項９】
主成分であるポリアミド樹脂と、下記式（２）を満足する相対粘度を有するポリアミド樹
脂を溶融混練する請求項１または２記載のポリアミド樹脂の製造方法。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）
上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
【請求項１０】
主成分であるポリアミド樹脂に対して、少なくとも下記式（２）を満足する相対粘度を有
するポリアミド樹脂と、亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群より選ば
れる少なくとも１種の化合物、無機充填剤および／または難燃剤とを溶融混練する請求項
３～８いずれか記載のポリアミド樹脂組成物の製造方法。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）
上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
【請求項１１】
請求項１または２記載のポリアミド樹脂または請求項３～８のいずれか記載のポリアミド
樹脂組成物を成形してなる電気・電子部品。
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリアミド樹脂およびポリアミド樹脂組成物、ならびにそれを成形してなる
電気・電子部品に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　ポリアミド６およびポリアミド６６に代表されるポリアミド樹脂は、その優れた諸特性
を活かし、数々の機械部品、電気・電子部品、自動車部品として採用されている。その中
でも特にコネクタ用途においては、ポリアミド樹脂が広く採用されている。
【０００３】
　近年、電気・電子機器の小型化、軽量化や薄肉化に伴い、その部品に対しても、更なる
薄肉化や形状の複雑化が求められている。これらの要求に対して、樹脂の流動性が不十分
な場合には、薄肉や複雑形状の部品の未充填が起こり得ることや、成形時に高い充填圧力
を要するために部品が残留応力を抱えてしまうことから、樹脂の流動性改良が求められて
いる。また、近年では、環境面の配慮から鉛フリーはんだ対応の電気・電子製品が数多く
見られるようになってきているが、鉛フリーはんだに対応するためには、高い耐熱性が要
求される。さらに、コネクタ等の小型の電気・電子部品をアセンブリーする際に端子を圧
入することが多く、充分な圧入強度を有することが要求されている。
【０００４】
　これらの要求に対して、機械的特性などを改善する手法として、例えば、ジカルボン酸
成分がテレフタル酸を主成分とし、ジアミン成分が１，８－オクタンジアミン、１，１０
－デカンジアミン、１，１２－ドデカンジアミンのいずれかであるポリアミド樹脂および
繊維状強化材を含有するポリアミド樹脂組成物（例えば、特許文献１参照）や、ジカルボ
ン酸成分がテレフタル酸を主成分とし、ジアミン成分が１，８－オクタンジアミン、１，
１０－デカンジアミン、１，１２－ドデカンジアミンのいずれかであり、過冷却度ΔＴが
４０℃以下であるポリアミド樹脂と難燃剤を含有するポリアミド樹脂組成物（例えば、特
許文献２参照）や、数平均分子量が２３０００～５００００の範囲にあるポリアミド６６
とガラス繊維を含有するポリアミド樹脂組成物（例えば、特許文献３参照）などが提案さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－２８７９８号公報
【特許文献２】特開２０１３－５６９６９号公報
【特許文献３】国際公開第２００６／０５４７７４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１～２に記載されたポリアミド樹脂組成物は、流動性が不
十分であった。また、成形品が脆く、圧入強度が不十分である課題があった。一方、上記
特許文献３に記載されたポリアミド樹脂組成物は、高温加工時に分解して成形時にガスが
多量に発生し、流動性および耐熱性が不十分である課題があった。また、成形品が脆く、
圧入強度が不十分である課題があった。
【０００７】
　本発明は、これら従来技術の課題に鑑み、流動性に優れ、高い耐熱性および圧入強度を
有する成形品を得ることのできるポリアミド樹脂組成物と、それを用いた電気・電子部品
を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　かかる課題を解決するため、本発明は主として下記構成を有する。
［１］下記式（１）を満足するポリメタクリル酸メチル換算分子量分布を有するポリアミ
ド樹脂であって、
前記ポリアミド樹脂が、ポリデカメチレンテレフタルアミド（ポリアミド１０Ｔ）、ポリ
ノナメチレンテレフタルアミド（ポリアミド９Ｔ）およびポリデカメチレンテレフタルア
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ミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリアミド１０Ｔ／６１２）からなる
群より選ばれる少なくとも１種であり、
重量平均分子量（Ｍｗ）が９０００以上１５０００未満であるポリアミド樹脂。
Ｑ／Ｐ≦１．４５      （１）
上記式（１）中、Ｐは、ポリアミド樹脂の分子量分布曲線において、分子量分布曲線の最
頻値の重量分率を１００％とした時、重量分率７０％に対応する点のうち分子量の最も高
い点から分子量最大値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横軸で挟まれた部
分の面積を示す。Ｑは、分子量分布曲線において、重量分率７０％に対応する点のうち分
子量の最も低い点から分子量最小値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横軸
で挟まれた部分の面積を示す。
［２］下記式（２）を満足する少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合して得られる［１
］記載のポリアミド樹脂。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）
上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
［３］［１］または［２］記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに亜リン酸
、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物０．
００１～３重量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
［４］［１］または［２］記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに無機充填
剤５～２００重量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
［５］前記ポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに無機充填剤５～２００重量部を
含有し、無機充填剤の総量１００重量％中、少なくとも針状充填剤および／または板状充
填剤を１５～１００重量％含有する［３］記載のポリアミド樹脂組成物。
［６］［１］または［２］記載のポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに難燃剤１
～５０重量部を含有するポリアミド樹脂組成物。
［７］前記ポリアミド樹脂１００重量部に対して、さらに難燃剤１～５０重量部を含有す
る［３］～［５］のいずれか記載のポリアミド樹脂組成物。
［８］前記難燃剤が少なくともリン含有化合物を含む［６］または［７］記載のポリアミ
ド樹脂組成物。
［９］主成分であるポリアミド樹脂と、下記式（２）を満足する相対粘度を有するポリア
ミド樹脂を溶融混練する［１］または［２］記載のポリアミド樹脂の製造方法。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）
上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
［１０］主成分であるポリアミド樹脂に対して、少なくとも下記式（２）を満足する相対
粘度を有するポリアミド樹脂と、亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群
より選ばれる少なくとも１種の化合物、無機充填剤および／または難燃剤とを溶融混練す
る［３］～［８］のいずれか記載のポリアミド樹脂組成物の製造方法。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５      （２）
上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示し、Ｎ
は主成分であるポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を
示す。
［１１］［１］または［２］記載のポリアミド樹脂または［３］～［８］のいずれか記載
のポリアミド樹脂組成物を成形してなる電気・電子部品。 
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のポリアミド樹脂およびポリアミド樹脂組成物は、流動性および滞留安定性に優
れる。本発明のポリアミド樹脂およびポリアミド樹脂組成物によれば、高い耐熱性および
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圧入強度を有する電気・電子部品を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施例で用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）に
よって得られた、ポリアミド樹脂のポリメタクリル酸メチル換算分子量分布曲線の一例を
示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。なお、本発明において「重量」とは「質量」を
意味する。
【００１２】
　本発明のポリアミド樹脂は、アミノ酸、ラクタムあるいはジアミンおよびジカルボン酸
の残基を主たる構成成分とする樹脂である。アミノ酸残基を構成する原料としては、例え
ば、６－アミノカプロン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノドデカン酸、パラ
アミノメチル安息香酸やこれらの誘導体などが挙げられる。ラクタム残基を構成する原料
としては、例えば、ε－カプロラクタム、ω－ラウロラクタムなどのラクタムやこれらの
誘導体などが挙げられる。ジカルボン酸残基を構成する原料としては、例えば、シュウ酸
、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン
酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、ブラシリン酸、テトラデカン二酸、ペ
ンタデカン二酸、オクタデカン二酸などの脂肪族ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボ
ン酸などの脂環式ジカルボン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレンジ
カルボン酸などの芳香族ジカルボン酸やこれらの誘導体などが挙げられる。ジアミン残基
を構成する原料としては、例えば、エチレンジアミン、１，３－ジアミノプロパン、１，
４－ジアミノブタン、１，５－ジアミノペンタン、１，６－ジアミノヘキサン、１，７－
ジアミノヘプタン、１，８－オクタンジアミン、１，９－ジアミノノナン、１，１０－デ
カンジアミン、１，１１－ジアミノウンデカン、１，１２－ドデカンジアミン、１，１３
－ジアミノトリデカン、１，１４－ジアミノテトラデカン、１，１５－ジアミノペンタデ
カン、１，１６－ジアミノヘキサデカン、１，１７－ジアミノヘプタデカン、１，１８－
ジアミノオクタデカン、１，１９－ジアミノノナデカン、１，２０－ジアミノエイコサン
、２－メチル－１，５－ジアミノペンタンなどの脂肪族ジアミン、シクロヘキサンジアミ
ン、ビス－（４－アミノシクロヘキシル）メタンなどの脂環式ジアミン、キシリレンジア
ミンなどの芳香族ジアミンなどが挙げられる。
【００１３】
　本発明のポリアミド樹脂の具体例としては、ポリカプロアミド（ポリアミド６）、ポリ
ウンデカンアミド（ポリアミド１１）、ポリドデカンアミド（ポリアミド１２）、ポリテ
トラメチレンアジパミド（ポリアミド４６）、ポリペンタメチレンアジパミド（ポリアミ
ド５６）、ポリヘキサメチレンアジパミド（ポリアミド６６）、ポリノナメチレンアジパ
ミド（ポリアミド９６）、ポリデカメチレンアジパミド（ポリアミド１０６）、ポリドデ
カメチレンアジパミド（ポリアミド１２６）、ポリテトラメチレンセバカミド（ポリアミ
ド４１０）、ポリペンタメチレンセバカミド（ポリアミド５１０）、ポリヘキサメチレン
セバカミド（ポリアミド６１０）、ポリノナメチレンセバカミド（ポリアミド９１０）、
ポリデカメチレンセバカミド（ポリアミド１０１０）、ポリドデカメチレンセバカミド（
ポリアミド１２１０）、ポリテトラメチレンドデカミド（ポリアミド４１２）、ポリペン
タメチレンドデカミド（ポリアミド５１２）、ポリヘキサメチレンドデカミド（ポリアミ
ド６１２）、ポリノナメチレンドデカミド（ポリアミド９１２）、ポリデカメチレンドデ
カミド（ポリアミド１０１２）、ポリドデカメチレンドデカミド（ポリアミド１２１２）
、ポリテトラメチレンテレフタルアミド（ポリアミド４Ｔ）、ポリペンタメチレンテレフ
タルアミド（ポリアミド５Ｔ）、ポリヘキサメチレンテレフタルアミド（ポリアミド６Ｔ
）、ポリオクタメチレンテレフタルアミド（ポリアミド８Ｔ）、ポリノナメチレンテレフ
タルアミド（ポリアミド９Ｔ）、ポリデカメチレンテレフタルアミド（ポリアミド１０Ｔ
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）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド（ポリアミド１２Ｔ）、ポリテトラメチレンイ
ソフタルアミド（ポリアミド４Ｉ）、ポリペンタメチレンイソフタルアミド（ポリアミド
５Ｉ）、ポリヘキサメチレンイソフタルアミド（ポリアミド６Ｉ）、ポリオクタメチレン
イソフタルアミド（ポリアミド８Ｉ）、ポリノナメチレンイソフタルアミド（ポリアミド
９Ｉ）、ポリデカメチレンイソフタルアミド（ポリアミド１０Ｉ）、ポリドデカメチレン
イソフタルアミド（ポリアミド１２Ｉ）、ポリテトラメチレンフタルアミド（ポリアミド
４Ｎ）、ポリペンタメチレンフタルアミド（ポリアミド５Ｎ）、ポリヘキサメチレンフタ
ルアミド（ポリアミド６Ｎ）、ポリオクタメチレンフタルアミド（ポリアミド８Ｎ）、ポ
リノナメチレンフタルアミド（ポリアミド９Ｎ）、ポリデカメチレンフタルアミド（ポリ
アミド１０Ｎ）、ポリドデカメチレンフタルアミド（ポリアミド１２Ｎ）、ポリテトラメ
チレンセバカミド／ポリカプロアミドコポリマー（ポリアミド４１０／６）、ポリペンタ
メチレンセバカミド／ポリカプロアミドコポリマー（ポリアミド５１０／６）、ポリヘキ
サメチレンセバカミド／ポリカプロアミドコポリマー（ポリアミド６１０／６）、ポリデ
カメチレンセバカミド／ポリカプロアミドコポリマー（ポリアミド１０１０／６）、ポリ
テトラメチレンセバカミド／ポリテトラメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド４１
０／４６）、ポリペンタメチレンセバカミド／ポリテトラメチレンアジパミドコポリマー
（ポリアミド５１０／４６）、ポリヘキサメチレンセバカミド／ポリテトラメチレンアジ
パミドコポリマー（ポリアミド６１０／４６）、ポリデカメチレンセバカミド／ポリテト
ラメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド１０１０／４６）、ポリテトラメチレンセ
バカミド／ポリペンタメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド４１０／５６）、ポリ
ペンタメチレンセバカミド／ポリペンタメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド５１
０／５６）、ポリヘキサメチレンセバカミド／ポリペンタメチレンアジパミドコポリマー
（ポリアミド６１０／５６）、ポリデカメチレンセバカミド／ポリペンタメチレンアジパ
ミドコポリマー（ポリアミド１０１０／５６）、ポリテトラメチレンセバカミド／ポリヘ
キサメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド４１０／６６）、ポリペンタメチレンセ
バカミド／ポリヘキサメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド５１０／６６）、ポリ
ヘキサメチレンセバカミド／ポリヘキサメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド６１
０／６６）、ポリテトラメチレンセバカミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー
（ポリアミド４１０／６１２）、ポリペンタメチレンセバカミド／ポリヘキサメチレンド
デカミドコポリマー（ポリアミド５１０／６１２）、ポリヘキサメチレンセバカミド／ポ
リヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリアミド６１０／６１２）、ポリデカメチレ
ンセバカミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリアミド１０１０／６１２
）、ポリドデカメチレンセバカミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリア
ミド１２１０／６１２）、ポリテトラメチレンセバカミド／ポリペンタメチレンセバカミ
ドポリマー（ポリアミド４１０／５１０）、ポリテトラメチレンセバカミド／ポリヘキサ
メチレンセバカミドポリマー（ポリアミド４１０／６１０）、ポリテトラメチレンセバカ
ミド／ポリデカメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド４１０／１０１０）、ポリテト
ラメチレンセバカミド／ポリドデカメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド４１０／１
２１０）、ポリペンタメチレンセバカミド／ポリヘキサメチレンセバカミドポリマー（ポ
リアミド５１０／６１０）、ポリペンタメチレンセバカミド／ポリデカメチレンセバカミ
ドポリマー（ポリアミド５１０／１０１０）、ポリペンタメチレンセバカミド／ポリドデ
カメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド５１０／１２１０）、ポリヘキサメチレンセ
バカミド／ポリデカメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド６１０／１０１０）、ポリ
ヘキサメチレンセバカミド／ポリドデカメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド６１０
／１２１０）、ポリデカメチレンセバカミド／ポリドデカメチレンセバカミドポリマー（
ポリアミド１０１０／１２１０）、ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリテトラメチ
レンセバカミドポリマー（ポリアミド１０Ｔ／４１０）、ポリデカメチレンテレフタルア
ミド／ポリペンタメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド１０Ｔ／５１０）、ポリデカ
メチレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド１０Ｔ
／６１０）、ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリデカメチレンセバカミドポリマー
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（ポリアミド１０Ｔ／１０１０）、ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチ
レンドデカミドポリマー（ポリアミド１０Ｔ／６１２）、ポリデカメチレンテレフタルア
ミド／ポリテトラメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド１０Ｔ／４６）、ポリデカ
メチレンテレフタルアミド／ポリペンタメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド１０
Ｔ／５６）、ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチレンアジパミドコポリ
マー（ポリアミド１０Ｔ／６６）、ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリドデカメチ
レンテレフタルアミドコポリマー（ポリアミド１０Ｔ／１２Ｔ）、ポリドデカメチレンテ
レフタルアミド／ポリテトラメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド１２Ｔ／４１０）
、ポリドデカメチレンテレフタルアミド／ポリペンタメチレンセバカミドポリマー（ポリ
アミド１２Ｔ／５１０）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチレンセ
バカミドポリマー（ポリアミド１２Ｔ／６１０）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド
／ポリデカメチレンセバカミドポリマー（ポリアミド１２Ｔ／１０１０）、ポリドデカメ
チレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチレンドデカミドポリマー（ポリアミド１２Ｔ／
６１２）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド／ポリテトラメチレンアジパミドコポリ
マー（ポリアミド１２Ｔ／４６）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド／ポリペンタメ
チレンアジパミドコポリマー（ポリアミド１２Ｔ／５６）、ポリドデカメチレンテレフタ
ルアミド／ポリヘキサメチレンアジパミドコポリマー（ポリアミド１２Ｔ／６６）、ポリ
ドデカメチレンテレフタルアミド／ポリデカメチレンイソフタルアミドコポリマー（ポリ
アミド１２Ｔ／１０Ｉ）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド／ポリドデカメチレンテ
レフタルアミドコポリマー（ポリアミド１２Ｔ／１２Ｉ）などが挙げられる。これらを２
種以上含有してもよい。ここで、「／」は共重合体を示す。これらのポリアミド樹脂の中
で、耐熱性および圧入強度をより向上させる観点から、ポリデカメチレンテレフタルアミ
ド（ポリアミド１０Ｔ）、ポリノナメチレンテレフタルアミド（ポリアミド９Ｔ）および
ポリデカメチレンテレフタルアミド／ポリヘキサメチレンドデカミドコポリマー（ポリア
ミド１０Ｔ／６１２）がより好ましい。
【００１４】
　本発明のポリアミド樹脂は、ポリメタクリル酸メチル換算分子量分布が下記式（１）を
満足することを特徴とする。
Ｑ／Ｐ≦１．４５　　　（１）
【００１５】
　上記式（１）中、Ｐは、ポリアミド樹脂の分子量分布曲線において、分子量分布曲線の
最頻値の重量分率を１００％とした時、重量分率７０％に対応する点のうち分子量の最も
高い点から分子量最大値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横軸で挟まれた
部分の面積を示す。Ｑは、分子量分布曲線において、重量分率７０％に対応する点のうち
分子量の最も低い点から分子量最小値までの分子量分布曲線と重量分率０％に対応する横
軸で挟まれた部分の面積を示す。
【００１６】
　ここで、ポリアミド樹脂のポリメタクリル酸メチル換算分子量分布は、ポリアミド樹脂
をヘキサフルオロイソプロパノール（０．００５Ｎ－トリフルオロ酢酸ナトリウム添加）
４．０ｍｌに溶解した溶液（樹脂濃度：６．２ｐｐｍ（ｗｔ／ｗｔ））を、温度条件を３
０℃に設定したゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）に０．１ｍｌ注入し
、ポリメタクリル酸メチルで換算することにより求めることができる。なお、ＧＰＣ測定
のカラムはＳｈｏｄｅｘ　ＨＦＩＰ－８０６Ｍ（２本）＋ＨＦＩＰ－ＬＧを用い、流速は
０．５ｍｌ／ｍｉｎ、試料注入量は０．１ｍｌとする。
【００１７】
　図１に、本発明のＧＰＣによって得られた、ポリアミド樹脂のポリメタクリル酸メチル
換算分子量分布曲線の一例の概略図を示す。横軸はポリメタクリル酸メチル換算分子量［
ｇ／ｍｏｌ］、縦軸は各分子量に対応するポリアミド樹脂の重量分率を示す。図１におい
て、面積Ｐは、ポリメタクリル酸メチル換算分子量分布曲線１において、分子量分布曲線
１の最頻値２の重量分率を１００％とした時、重量分率７０％に対応する点のうち分子量
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の最も高い点３から分子量最大値に対応する点４までの分子量分布曲線と重量モル分率０
％に対応する横軸で挟まれた部分の面積（点３から点４までの分子量分布曲線と、重量モ
ル分率０％に対応する横軸と、点３から横軸におろした垂線で囲まれた部分の面積）を示
している。すなわち、Ｐは、ポリアミド樹脂中における、より高分子量の成分の割合を示
す指標である。一方、面積Ｑは、重量モル分率７０％に対応する点のうち分子量の最も低
い点５から分子量最小値に対応する点６までの分子量分布曲線と重量モル分率０％に対応
する横軸で挟まれた部分の面積（点５から点６までの分子量分布曲線と、重量モル分率０
％に対応する横軸と、点５から横軸におろした垂線で囲まれた部分の面積）を示す。すな
わち、Ｑは、ポリアミド樹脂中における、より低分子量の成分の割合を示す指標である。
【００１８】
　面積比Ｑ／Ｐの値が大きいほど、ポリアミド樹脂中における、より低分子量の成分の割
合が高いことになる。一般的なポリアミド樹脂として、例えば、公知のポリアミド６６に
ついて分子量分布を測定すると、面積比Ｑ／Ｐの値は１．６～１．７程度となる。この結
果は、公知のポリアミド６６の場合、低分子量成分の量が多く、面積Ｑが増加するためと
考えられる。
【００１９】
　本発明のポリアミド樹脂は、前記式（１）を満足する分子量分布を有する。面積比Ｑ／
Ｐの値は、ポリアミド樹脂の分子量分布における、低分子量成分の割合を表す指標であり
、前記式（１）は、低分子量成分が適度に低減されていることを意味する。Ｑ／Ｐの値が
１．４５を超えると、ポリアミド樹脂中において分子量がより小さい成分の割合が増大し
、流動性が低下する。また、成形品の圧入強度が低下する。Ｑ／Ｐの値が１．４５以下で
あると、さらに滞留安定性および難燃性を向上させ、リフロー時の収縮を抑制することが
できる。Ｑ／Ｐの値は１．３５以下が好ましい。一方、Ｑ／Ｐの値は１．２０以上が好ま
しい。Ｑ／Ｐの値が１．２０以上であると、高分子量成分の割合を適度に抑え、流動性を
より向上させることができる。
【００２０】
　Ｑ／Ｐの値を前述の範囲にする手段としては、例えば、ポリアミド樹脂の重合を進めて
低分子量成分を少なくする方法、分子量の異なる少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合
する方法などが挙げられる。少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合する場合、ポリアミ
ド樹脂間における重合反応および／またはアミド交換反応により、ポリアミド樹脂全体と
しての分子量を増大させ、面積Ｑの割合を低減することも可能である。このため、分子量
の異なる少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合する方法が好ましい。より具体的には、
下記式（２）を満足する少なくとも２種のポリアミド樹脂を配合することが好ましい。
０．２８≦Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）≦０．４５　　　（２）
【００２１】
　上記式（２）中、Ｍは主成分であるポリアミド樹脂の相対粘度を示し、Ｎは主成分であ
るポリアミド樹脂に配合されるポリアミド樹脂の２５℃における相対粘度を示す。また、
主成分とは、配合する２種以上のポリアミド樹脂中、質量換算で最も配合量の多い成分を
指し、以下同じとする。また、ポリアミド樹脂の相対粘度は、ポリアミド樹脂を９８％硫
酸に濃度０．０１ｇ／ｍｌで溶解した溶液について、２５℃でオストワルド式粘度計を用
いて測定することができる。
【００２２】
　Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）の値を０．２８以上にすることにより、圧入強度をより向上させること
ができる。耐熱性をより向上させる観点から、Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）の値は０．３０以上がより
好ましい。一方、Ｍ／（Ｍ＋Ｎ）の値を０．４５以下にすることにより、圧入強度および
滞留安定性をより向上させることができる。
【００２３】
　本発明のポリアミド樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１５０００未満であることが好
ましい。Ｍｗを１５０００未満にすることにより、流動性および圧入強度をより向上させ
ることができる。１４０００未満が好ましい。一方、圧入強度をより向上させる観点から
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、ポリアミド樹脂のＭｗは、９０００以上が好ましい。なお、ポリアミド樹脂を複数含む
場合には、ポリアミド樹脂全体のＭｗが上記範囲にあることが好ましい。ここで、ポリア
ミド樹脂のＭｗは、ポリアミド樹脂をヘキサフルオロイソプロパノール（０．００５Ｎ－
トリフルオロ酢酸ナトリウム添加）４ｍｌに溶解した溶液（樹脂濃度：６．２ｐｐｍ（ｗ
ｔ／ｗｔ）を、温度条件を３０℃に設定したゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
ＧＰＣ）に０．１ｍｌ注入し、検出器として示差屈折率計を用いて、検出したポリメタク
リル酸メチル換算分子量から算出することができる。なお、ＧＰＣ測定のカラムはＳｈｏ
ｄｅｘ　ＨＦＩＰ－８０６Ｍ（２本）＋ＨＦＩＰ－ＬＧを用い、流速は０．５ｍｌ／ｍｉ
ｎ、試料注入量は０．１ｍｌとする。
【００２４】
　次に、本発明のポリアミド樹脂の製造方法について説明する。ポリアミド樹脂の製造方
法としては、例えば、原料となるラクタム、アミノカルボン酸、ジアミン成分とジカルボ
ン酸成分またはその塩を加熱して低次縮合物を得て、さらに固相重合および／または溶液
重合により高重合度化する方法や、低次縮合物を溶融高重合度化する方法などが挙げられ
る。例えば、重合缶などの圧力容器にポリアミド樹脂の原料を一括仕込みして加熱するこ
とにより低次縮合物を得て、これを固相重合、溶液重合または溶融重合させることにより
、ポリアミド樹脂を得ることができる。また、２種以上のポリアミド樹脂の原料をそれぞ
れ圧力容器で固相重合、溶液重合または溶融重合して得られるポリアミド樹脂を、溶融混
練してもよい。
【００２５】
　低次縮合物を高重合度化する方法としては、低次縮合物を一旦取り出して、固相重合、
溶液重合および／または溶融重合する２段重合、低次縮合物の製造工程に続いて、同一反
応容器内で固相重合、溶液重合および／または溶融重合する１段重合のどちらを用いても
よい。なお、固相重合とは、１００℃以上融点以下の温度範囲で、減圧下あるいは不活性
ガス中で加熱する工程を指し、溶融重合とは、常圧または減圧下で融点以上に加熱する工
程を指す。
【００２６】
　溶融高重合度化に用いられる溶融混練装置としては、例えば、押出機やニーダーが挙げ
られるが、生産性の点から、連続的に溶融混練可能な押出機が好ましい。押出機としては
、単軸押出機、二軸押出機、四軸押出機等の多軸押出機、二軸単軸複合押出機等を１台以
上使用できるが、混練性、反応性、生産性の向上の点から、二軸押出機、四軸押出機等の
多軸押出機が好ましく、二軸押出機がより好ましい。
【００２７】
　ポリアミド樹脂の分子量分布曲線におけるＱ／Ｐの値を前述の範囲にするためには、例
えば、分子量の異なる２種以上のポリアミド樹脂を配合することが好ましく、前記式（２
）を満足する相対粘度を有するポリアミド樹脂を溶融混練することがより好ましい。
【００２８】
　本発明のポリアミド樹脂は、さらに他の成分を配合してポリアミド樹脂組成物とするこ
とができる。
【００２９】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、さらに亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩
からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物を含有してもよい。これらを２種以上含
有してもよい。亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群より選ばれる少な
くとも１種の化合物を含有することにより、耐熱性をより向上させることができる。さら
に、前述のポリアミド樹脂と組み合わせることにより、成形品のひずみを低減することが
できるため、リフロー時の収縮を抑制することができる。
【００３０】
　金属塩を構成する金属としては、例えば、リチウム、ナトリウム、カリウムなどのアル
カリ金属、マグネシウム、カルシウム、バリウムなどのアルカリ土類金属が挙げられる。
亜リン酸またはジ亜リン酸の金属塩として、具体的には、亜リン酸リチウム、亜リン酸ナ
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トリウム、亜リン酸カリウム、亜リン酸マグネシウム、亜リン酸カルシウム、亜リン酸バ
リウム、ジ亜リン酸リチウム、ジ亜リン酸ナトリウム、ジ亜リン酸カリウム、ジ亜リン酸
マグネシウム、ジ亜リン酸カルシウム、ジ亜リン酸バリウムなどが挙げられる。これらの
中でも、ジ亜リン酸ナトリウム、亜リン酸ナトリウムなどのナトリウム金属塩や、亜リン
酸カルシウム、ジ亜リン酸カルシウムなどのカルシウム金属塩がより好ましく、耐熱性を
より向上させ、リフロー時の収縮をより抑制することができる。
【００３１】
　本発明のポリアミド樹脂組成物における亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩か
らなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物の含有量は、ポリアミド樹脂１００重量部
に対し、０．００１～３重量部が好ましい。これらの化合物の含有量を０．００１重量部
以上とすることにより、耐熱性をより向上させ、リフロー時の収縮をより抑制することが
できる。０．０１重量部以上がより好ましい。一方、これらの化合物の含有量を３重量部
以下とすることにより、ポリアミド樹脂組成物の分解を抑制しながら、圧入強度をより向
上させることができる。
【００３２】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、さらに無機充填剤を含有してもよい。無機充填剤を
含有することにより、成形品の圧入強度および剛性をより向上させることができる。
【００３３】
　無機充填剤としては、繊維状、針状、板状、球状、破砕状などの無機充填剤を挙げるこ
とができ、特に形状は限定されない。具体的には、繊維状無機充填剤としては、ガラス繊
維、炭素繊維、チタン酸カリウィスカ、酸化亜鉛ウィスカ、炭酸カルシウムウィスカ、ワ
ラステナイトウィスカ、硼酸アルミウィスカ、アルミナ繊維、炭化珪素繊維、セラミック
繊維、アスベスト繊維、石コウ繊維、炭化珪素、燐酸カルシウムなどが挙げられる。針状
無機充填剤としては、ワラステナイト、針状炭酸カルシウムなどの金属炭酸塩、針状酸化
チタン、酸化鉄などの金属酸化物、アスベストなどが挙げられる。板状無機充填剤として
は、タルク、セリサイト、マイカ、カオリン、クレー、板状炭酸カルシウム、ガラスフレ
ーク、黒鉛、板状アルミナ、モンモリロナイト、パイロフィライト、ベントナイト、ゼオ
ライト、酸化マグネシウム、酸化珪素、酸化ジルコニウムなどの金属酸化物、炭酸マグネ
シウム、ドロマイト、硫酸カルシウム、硫酸バリウムなどの金属硫酸塩、窒化ホウ素、水
酸化カルシウム、水酸化アルミニウムなどの金属水酸化物、バイデライト、ノントロナイ
ト、サポナイト、ヘクトライト、ソーコナイトなどのスメクタイト系粘度鉱物、バーミキ
ュライト、ハロイサイト、カネマイト、ケニヤイト、燐酸ジルコニウム、燐酸チタニウム
などの各種粘土鉱物、Ｌｉ型フッ素テニオライト、Ｎａ型フッ素テニオライト、Ｎａ型四
珪素フッ素雲母、Ｌｉ型四珪素フッ素雲母などの膨潤性雲母に代表される層状珪酸塩など
が挙げられる。球状無機充填剤としては、アルミナシリケートなどの金属珪酸塩、ガラス
・ビーズ、セラミックビーズ、水酸化マグネシウム、カーボンブラック、シリカなどが挙
げられる。破砕状無機充填剤としては、ガラス粉などが挙げられる。これらを２種以上含
有してもよい。また、無機充填剤は、その表面が公知のカップリング剤（例えば、シラン
系カップリング剤、チタネート系カップリング剤など）、その他の表面処理剤で処理され
たものであってもよい。
【００３４】
　これら無機充填剤の中でも、ガラス繊維、タルク、マイカ、ワラステナイト、ガラスフ
レーク、層状珪酸塩が好ましい。ガラス繊維を含有することにより、成形品の圧入強度を
より向上させることができる。また、ワラステナイト、マイカ、ガラスフレークおよびタ
ルクなどの針状または板状充填剤を含有することがより好ましく、リフロー時の収縮をよ
り抑制し、成形品の圧入強度をより向上させることができる。針状充填剤および／または
板状充填剤の含有量は、無機充填剤の総量１００重量％中、１５～１００重量％が好まし
い。針状充填剤および／または板状充填剤の含有量を１５重量％以上とすることにより、
成形品の圧入強度をより向上させることができる。２０重量％以上がより好ましい。なお
、針状充填剤および／または板状充填剤の含有量とは、針状充填剤または板状充填剤のい
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ずれか一方を含有する場合には、その含有量を指し、これらを両方含有する場合には、そ
の合計量を指す。
【００３５】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、針状充填剤および／または板状充填剤を前述の範囲
で含有し、さらに、亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群より選ばれる
化合物を含有することが好ましく、滞留安定性および耐熱性をより向上させ、リフロー時
の収縮をより抑制することができる。
【００３６】
　本発明に用いられるガラス繊維は、エチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂
、エポキシ系、ウレタン系、アクリル系などの被覆剤あるいは収束剤で処理されたもので
もよい。
【００３７】
　また、板状無機充填剤のアスペクト比は、ポリアミド樹脂との分散性の観点から、５０
以下が好ましく、３０以下がさらに好ましい。また、針状無機充填剤の繊維長は、１００
μｍ以下が好ましく、３０μｍ以下がさらに好ましい。
【００３８】
　本発明のポリアミド樹脂組成物における無機充填剤の含有量は、ポリアミド樹脂１００
重量部に対し、５～２００重量部が好ましい。無機充填剤の含有量を５重量部以上とする
ことにより、成形品の圧入強度および耐熱性をより向上させることができる。一方、無機
充填剤の含有量を２００重量部以下とすることにより、ポリアミド樹脂組成物の流動性を
より高いレベルで維持することができる。流動性をより向上させる観点から、１５０重量
部以下がより好ましく、１００重量部以下がより好ましい。
【００３９】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、さらに難燃剤を含有してもよい。前述のポリアミド
樹脂とともに難燃剤を含有することにより、難燃性を向上させることができる。
【００４０】
　難燃剤としては、リン系難燃剤（リン含有化合物）、窒素系難燃剤および金属水酸化物
系難燃剤などのハロゲン原子を含まない非ハロゲン系難燃剤や、臭素系難燃剤などのハロ
ゲン系難燃剤などを挙げることができる。これらを２種以上含有してもよい。これら難燃
剤の中でも、リン含有化合物を含むことが好ましく、高温での難燃剤の分解を防ぎ、高い
耐熱性を維持することができる。
【００４１】
　リン含有化合物としては、具体的には、赤燐、ポリリン酸アンモニウム、ポリリン酸メ
ラミンなどのポリリン酸系化合物、（ジ）ホスフィン酸金属塩、ホスファゼン化合物、芳
香族リン酸エステル、芳香族縮合リン酸エステル、ハロゲン化リン酸エステルなどが挙げ
られる。これらを２種以上含有してもよい。これらリン含有化合物を含む難燃剤の中で、
耐熱性および滞留安定性をより向上させる観点から、（ジ）ホスフィン酸金属塩がより好
ましい。
【００４２】
　本発明のポリアミド樹脂組成物における難燃剤の含有量は、ポリアミド樹脂１００重量
部に対して、１～５０重量部が好ましい。難燃剤の含有量を１重量部以上とすることによ
り、難燃性を効果的に発現できる。１５重量部以上がより好ましい。一方、難燃剤の含有
量を５０重量部以下とすることにより、流動性をより高いレベルに維持することができる
。
【００４３】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、特性を損なわない範囲で、さらに樹状ポリエステル
樹脂を含有してもよく、流動性をより向上させることができる。流動性をより向上させる
観点から、樹状ポリエステル樹脂の含有量は、ポリアミド樹脂１００重量部に対し、１重
量部以上が好ましい。一方、ポリアミド樹脂組成物の一般物性を維持する観点から、樹状
ポリエステル樹脂の含有量は、ポリアミド樹脂１００重量部に対して、５重量部以下が好
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【００４４】
　樹状ポリエステル樹脂としては、下記一般式（３）で表される芳香族オキシカルボニル
単位（Ｓ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｔ）、および、芳香族ジカルボ
ニル単位（Ｕ）からなる群より選ばれる少なくとも１種の構造単位と３官能以上の有機残
基（Ｄ）とを含み、かつ、（Ｄ）との含有量が樹状ポリエステルを構成する全単量体に対
して７．５～５０モル％の範囲にある樹状ポリエステル樹脂が好ましい。（Ｓ）、（Ｔ）
および（Ｕ）を全て含むことがより好ましい。
【００４５】
【化１】

【００４６】
　ここで、Ｒ１およびＲ３は、それぞれ芳香族残基である。Ｒ２は、芳香族残基または脂
肪族残基である。樹状ポリエステル樹脂において、複数のＲ１、Ｒ２およびＲ３は、それ
ぞれ同じでも異なってもよい。Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は、それぞれ下式で表される構造が
好ましい。
【００４７】
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【化２】

【００４８】
　ただし、式中Ｙは同じでも異なってもよく、水素原子、ハロゲン原子またはアルキル基
である。アルキル基の炭素数は１～４が好ましい。式中ｎは２～８の整数である。
【００４９】
　具体的には、Ｒ１は芳香族オキシカルボニル単位由来の構造であり、好ましくはｐ－ヒ
ドロキシ安息香酸由来の構造単位であり、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単
位を一部に含有することも可能である。Ｒ２は芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位
由来の構造であり、４，４’－ジヒドロキシビフェニルとハイドロキノンもしくは４，４
’－ジヒドロキシビフェニルとエチレングリコールから生成した構造単位が含まれること
が液晶性の制御の点から好ましい。Ｒ３は芳香族ジカルボニル単位から生成される構造単
位であり、好ましくはテレフタル酸、イソフタル酸から生成した構造単位であり、特に両
者を併用した場合に融点調節がしやすく好ましい。また、本発明の効果を損なわない範囲
で、セバシン酸やアジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸から生成される構造単位を一部に
含有してもよい。
【００５０】
　本発明における樹状ポリエステル樹脂は、３官能以上の有機残基（Ｄ）が、互いにエス
テル結合および／またはアミド結合により直接、あるいは、枝構造部分であるＳ、Ｔおよ
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びＵから選ばれる構造単位を介して結合した、３分岐以上の分岐構造を基本骨格とする。
分岐構造は、３分岐、４分岐など単一の基本骨格で形成されていてもよいし、３分岐と４
分岐など、複数の基本骨格で形成されていてもよい。ポリマーの全てが該基本骨格からな
る必要はなく、例えば末端封鎖のために末端に他の構造が含まれてもよい。また、Ｄが３
官能の有機残基である場合には、樹状ポリエステル樹脂中には、Ｄの３つの官能基が全て
反応している構造、２つだけが反応している構造、および１つだけしか反応していない構
造が混在していてもよい。Ｄの３つの官能基が全て反応した構造が、Ｄ全体に対して３０
モル％以上であることが好ましい。また、Ｄが４官能の有機残基である場合には、樹状ポ
リエステル樹脂中には、Ｄの４つの官能基が全て反応している構造、３つだけが反応して
いる構造、２つだけが反応している構造、および１つしか反応していない構造が混在して
いてもよい。Ｄの４つの官能基が全て反応した構造がＤ全体に対して２５モル％以上かつ
３つの官能基が反応した構造が３５モル％以上であることが好ましい。
【００５１】
　Ｄは３官能化合物および／または４官能化合物の有機残基であることが好ましく、３官
能化合物の有機残基であることが最も好ましい。
【００５２】
　本発明における樹状ポリエステル樹脂は、溶融液晶性を示すことが好ましい。ここで溶
融液晶性を示すとは、室温から昇温した際に、ある温度域で液晶状態を示すことである。
液晶状態とは、せん断下において光学的異方性を示す状態である。
【００５３】
　溶融液晶性を示すために、３分岐の場合の基本骨格は、下式（４）で示されるように、
有機残基（Ｄ）が、Ｓ、ＴおよびＵからなる群より選ばれる構造単位により構成される枝
構造部分Ｒを介して結合していることが好ましい。同様に、４分岐の場合の基本骨格は、
下式（５）で示される構造が好ましい。
【００５４】
【化３】

【００５５】
　Ｄで表される３官能の有機残基については特に限定されないが、カルボキシル基、ヒド
ロキシル基およびアミノ基からなる群より選ばれる少なくとも１種の官能基を含有する化
合物の有機残基であることが好ましい。トリメシン酸、α－レゾルシル酸の残基が好まし
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く、特に好ましくはトリメシン酸由来の残基である。
【００５６】
　また、４官能以上の有機残基Ｄとしては、カルボキシル基、ヒドロキシル基およびアミ
ノ基からなる群より選ばれる少なくとも１種の官能基を含有する化合物の有機残基である
ことが好ましい。１，２，４，５－ベンゼンテトラオール、１，２，３，４－ベンゼンテ
トラオール、１，２，３，５－ベンゼンテトラオール、ピロメリット酸、メロファン酸、
プレーニト酸、没食子酸などの残基が好ましく、没食子酸の残基が特に好ましい。
【００５７】
　本発明における樹状ポリエステル樹脂の枝構造部分は、主としてポリエステル骨格から
なることが好ましいが、カーボネート構造やアミド構造、ウレタン構造などを特性に大き
な影響を与えない程度に導入することも可能であり、中でもアミド構造を導入することが
好ましい。このような別の結合を導入することで、多種多様な熱可塑性樹脂に対する相溶
性を調整することができる。アミド構造の導入方法としては、ｐ－アミノフェノール、ｐ
－アミノ安息香酸を共重合する方法が好ましい。
【００５８】
　本発明において使用する上記樹状ポリエステル樹脂の製造方法は、特に制限がなく、公
知のポリエステルの重縮合法に準じて製造できる。前記Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３で表される構造
単位を構成する原料単量体をアシル化した後、３官能単量体を反応させる際に、３官能単
量体の添加量（モル）を全仕込み単量体（モル）に対して７．５モル％以上となるように
して製造する方法が好ましい。より具体的には、例えば、特開２０１１－１９５８１４号
公報に記載の樹状ポリエステル樹脂の製造方法を用いることができる。
【００５９】
　また、本発明における樹状ポリエステル樹脂は、末端封鎖されていてもよい。末端封鎖
の方法としては、例えば、樹状ポリエステル樹脂を合成する際に、あらかじめ単官能の有
機化合物を添加する方法や、ある程度樹状ポリエステル樹脂の骨格が形成された段階で単
官能の有機化合物を添加する方法などが挙げられる。
【００６０】
　末端封鎖に用いられる単官能の有機化合物としては、例えば、単官能エポキシ化合物、
オキサゾリン化合物、オルトエステル、酸無水物化合物などが挙げられる。水酸基末端や
アセトキシ末端を封鎖する場合には、単官能の有機化合物として、安息香酸、４－ｔ－ブ
チル安息香酸、３－ｔ－ブチル安息香酸、４－クロロ安息香酸、３－クロロ安息香酸、４
－メチル安息香酸、３－メチル安息香酸、３，５－ジメチル安息香酸などが好ましく用い
られる。また、カルボキシル基末端を封鎖する場合には、単官能の有機化合物として、常
温または加熱時にカルボン酸と反応し、エステル、アミド、ウレタン、ウレア結合を形成
しうる官能基を分子内に１つ有する化合物が好ましく用いられる。樹状ポリエステル樹脂
の末端を封鎖することにより、樹状ポリエステル樹脂の滞留安定性や耐加水分解性を向上
させることができる。また、ポリアミド樹脂組成物における樹状ポリエステルの分散性が
向上することによって、流動性や物性のさらなる改良が期待できる。
【００６１】
　また、有機残基Ｄの含有量は、樹状ポリエステル樹脂を構成する全単量体に対する、有
機残基を生成する多官能化合物の配合割合を示し、その含有量は７．５モル％以上が好ま
しく、１３モル％以上がより好ましい。有機残基Ｄの含有量の上限としては、５０モル％
以下が好ましく、４０モル％以下がより好ましい。また本発明における樹状ポリエステル
樹脂は特性に影響が出ない範囲で、部分的に架橋構造を有していてもよい。
【００６２】
　また、本発明における樹状ポリエステル樹脂の末端は、カルボキシル基、ヒドロキシル
基、アミノ基またはそれらの基を有する誘導体の残基であることが好ましい。ヒドロキシ
ル基またはカルボキシル基を有する誘導体としては、例えば、メチルエステルなどのアル
キルエステルや、フェニルエステルやベンジルエステルなどの芳香族エステルなどが挙げ
られる。
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【００６３】
　本発明のポリアミド樹脂組成物は、特性を損なわない範囲で、必要に応じて各種添加剤
など、前記ポリアミド樹脂、亜リン酸、ジ亜リン酸およびそれらの金属塩からなる群より
選ばれる少なくとも１種の化合物（リン系化合物）、無機充填剤、難燃剤以外の成分を含
有してもよい。ポリアミド樹脂、リン系化合物、無機充填剤、難燃剤以外の成分をさらに
含有することにより、ポリアミド樹脂組成物の流動性、ポリアミド樹脂組成物を用いて得
られる成形品の機械特性、耐熱老化性、表面外観、圧入強度などをさらに向上できる場合
がある。かかる各種添加剤としては、例えば、結晶核剤、着色防止剤、酸化防止剤（熱安
定剤）、摺動剤、耐候剤、離型剤、可塑剤、滑剤、染料系着色剤、顔料系着色剤、帯電防
止剤、発泡剤などを挙げることができる。これらを２種以上含有してもよい。
【００６４】
　次に、本発明のポリアミド樹脂組成物の製造方法について説明する。本発明のポリアミ
ド樹脂組成物は、例えば、前記各成分を溶融状態で混練する方法や、溶液状態で混合する
方法などにより得ることができる。２種以上のポリアミド樹脂のそれぞれ重合缶などの圧
力容器で溶液重合、固相重合または溶融重合した後、これらを他の成分とともに溶融状態
で混練または溶液状態で混合してもよい。溶融状態における混練方法としては、押出機に
よる溶融混練やニーダーによる溶融混練等が挙げられるが、生産性の点から、連続的に製
造可能な押出機による溶融混練が好ましい。押出機としては、ポリアミド樹脂の製造方法
において溶融高重合度化に用いられる押出機として例示したものが挙げられ、二軸押出機
が好ましい。
【００６５】
　押出機による溶融混練方法としては、ポリアミド樹脂、必要に応じて無機充填剤、リン
系化合物、難燃剤およびその他添加剤を一括混練する方法（一括混練法）、ポリアミド樹
脂、必要に応じてその他添加剤を溶融混練した後、サイドフィーダー等を用いて必要に応
じてリン系化合物、無機充填剤、難燃剤およびその他添加剤をさらに添加し、溶融混練す
る方法（サイドフィーダー法－１）、ポリアミド樹脂、必要に応じてリン系化合物、難燃
剤およびその他添加剤を溶融混練した後、サイドフィーダー等を用いて無機充填剤および
その他添加剤をさらに添加し、溶融混練する方法（サイドフィーダー法－２）などが挙げ
られる。あらかじめポリアミド樹脂を溶融混練した後に、リン系化合物、無機充填剤、難
燃剤等を供給可能となる点で、サイドフィーダー法が好ましい。
【００６６】
　二軸押出機を用いた溶融混練によりポリアミド樹脂組成物を製造する場合、二軸押出機
の全スクリュー長さＬとスクリュー径Ｄの比（Ｌ／Ｄ）は、２５以上であることが好まし
く、３０を超えることがより好ましい。Ｌ／Ｄが２５以上であると、ポリアミド樹脂を十
分に混練した後に、必要に応じてリン系化合物、無機充填剤、難燃剤およびその他添加剤
を供給することが容易になる。その結果、ポリアミド樹脂および添加剤がより均一に混合
されると考えられ、ポリアミド樹脂組成物の流動性および成形品の圧入強度をより向上さ
せることができる。
【００６７】
　ポリメタクリル酸メチル分子量分布曲線におけるＱ／Ｐの値が前記範囲にあるポリアミ
ド樹脂を含むポリアミド樹脂組成物を得るためには、少なくとも主成分であるポリアミド
樹脂に、前記式（２）を満足する相対粘度を有するポリアミド樹脂と、リン系化合物、無
機充填剤および／または難燃剤とを溶融混練することが好ましい。
【００６８】
　本発明のポリアミド樹脂およびポリアミド樹脂組成物は、通常公知の射出成形、射出圧
縮成形、圧縮成形、押出成形、ブロー成形、プレス成形、紡糸などの任意の方法で成形す
ることができ、各種成形品に加工し利用することができる。成形品としては、射出成形品
、押出成形品、ブロー成形品、フィルム、シート、繊維などが挙げられる。フィルムとし
ては、未延伸、一軸延伸、二軸延伸などの各種フィルムとして、繊維としては、未延伸糸
、延伸糸、超延伸糸など各種繊維として利用することができる。特に、本発明においては
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流動性に優れる点を活かして、電気・電子部品等の小型射出成形品や厚み０．０１～１．
０ｍｍの薄肉部位を有する射出成形品への加工にも好適である。
【００６９】
　本発明のポリアミド樹脂、ポリアミド樹脂組成物およびその成形品は、その優れた特性
を活かし、電子部品、電気部品、家庭用品、事務用品、自動車・車両関連部品、建材、ス
ポーツ用品など、様々な用途に使用される。
【００７０】
　電子部品用途としては、例えば、コネクタ、コイル、センサー、ＬＥＤランプ、ソケッ
ト、抵抗器、リレーケース、小型スイッチ、コイルボビン、コンデンサー、バリコンケー
ス、光ピックアップシャーシ、発振子、各種端子板、変成器、プラグ、プリント基板、チ
ューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドフォン、小型モーター、磁気ヘッドベー
ス、パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、モーターブ
ラッシュホルダー、トランス部材、パラボラアンテナ、コンピューター関連部品などに好
ましく使用される。
【００７１】
　電気部品用途としては、例えば、発電機、電動機、変圧器、変流器、電圧調整器、整流
器、インバーター、継電器、電力用接点、開閉器、遮断機、ナイフスイッチ、他極ロッド
、電気部品、モーターケース、ノートパソコンハウジングおよび内部部品、ＣＲＴディス
プレーハウジングおよび内部部品、プリンターハウジングおよび内部部品、携帯電話、モ
バイルパソコン、ハンドヘルド型モバイルなどの携帯端末ハウジングおよび内部部品、各
種ギヤー、各種ケース、キャビネットなどに好ましく使用される。
【００７２】
　家庭用品用途、事務用品用途としては、例えば、ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイロン、
ヘアードライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、オーディオ、レーザーディ
スク（登録商標）、コンパクトディスク、ＤＶＤ等の音声・映像機器部品、照明部品、冷
蔵庫部品、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッサー部品、パソコンやノ
ートパソコン等の電子機器筐体、オフィスコンピューター関連部品、電話器関連部品、フ
ァクシミリ関連部品、複写機関連部品、洗浄用治具、モーター部品、ライター、タイプラ
イター、顕微鏡、双眼鏡、カメラ、時計などに好ましく使用される。
【００７３】
　自動車・車両関連部品用途としては、例えば、オルタネーターターミナル、オルタネー
ターコネクタ、ＩＣレギュレーター、ライトディヤー用ポテンシオメーターベース、排気
ガスバルブ等の各種バルブ、燃料関係・冷却系・ブレーキ系・ワイパー系・排気系・吸気
系各種パイプ・ホース・チューブ、エアーインテークノズルスノーケル、インテークマニ
ホールド、燃料ポンプ、エンジン冷却水ジョイント、キャブレターメインボディー、キャ
ブレタースペーサー、排気ガスセンサー、冷却水センサー、油温センサー、ブレーキパッ
トウェアーセンサー、スロットルポジションセンサー、クランクシャフトポジションセン
サー、エアーフローメーター、ブレーキパッド摩耗センサー、電池周辺部品、エアコン用
サーモスタットベース、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエーターモーター用ブ
ラッシュホルダー、ウォーターポンプインペラー、タービンベイン、ワイパーモーター関
係部品、デュストリビューター、スタータースイッチ、スターターリレー、トランスミッ
ション用ワイヤーハーネス、トランスミッション用オイルパン、ウィンドウォッシャーノ
ズル、エアコンパネルスイッチ基板、燃料関係電磁気弁用コイル、ワイヤーハーネスコネ
クタ、ＳＭＪコネクタ、ＰＣＢコネクタ、ドアグロメットコネクタ、ヒューズ用コネクタ
等の各種コネクタ、ホーンターミナル、電装部品絶縁板、ステップモーターローター、ラ
ンプソケット、ランプリフレクター、ランプハウジング、ブレーキピストン、ソレノイド
ボビン、エンジンオイルパン、エンジンオイルフィルター、点火装置ケース、トルクコン
トロールレバー、安全ベルト部品、レジスターブレード、ウォッシャーレバー、ウインド
レギュレーターハンドル、ウインドレギュレーターハンドルのノブ、パッシングライトレ
バー、サンバイザーブラケット、インストルメントパネル、エアバッグ周辺部品、ドアパ
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ッド、ピラー、コンソールボックス、各種モーターハウジング、ルーフレール、フェンダ
ー、ガーニッシュ、ルーフパネル、フードパネル、トランクリッド、ドアミラーステー、
スポイラー、フードルーバー、ホイールカバー、ホイールキャップ、グリルエプロンカバ
ーフレーム、ランプベゼル、ドアハンドル、ドアモール、リアフィニッシャー、ワイパー
などに好ましく使用される。
【００７４】
　建材用途としては、例えば、土木建築物の壁、屋根、天井材関連部品、窓材関連部品、
断熱材関連部品、床材関連部品、免震・制振部材関連部品、ライフライン関連部品などに
好ましく使用される。
【００７５】
　スポーツ用品用途としては、例えば、ゴルフクラブやシャフト等のゴルフ関連用品、ア
メリカンフットボールや野球、ソフトボール等のマスク、ヘルメット、胸当て、肘当て、
膝当て等のスポーツ用身体保護用品、スポーツシューズの底材等のシューズ関連用品、釣
り竿、釣り糸等の釣り具関連用品、サーフィン等のサマースポーツ関連用品、スキー・ス
ノーボード等のウィンタースポーツ関連用品、その他インドアおよびアウトドアスポーツ
関連用品などに好ましく使用される。
【００７６】
　本発明のポリアミド樹脂、ポリアミド樹脂組成物およびそれを成形してなる成形品は、
上記各種用途の中でも、流動性、耐熱性および圧入強度に優れる点を生かして、電気・電
子部品、例えば、コネクタ、リレーまたはスイッチなどに特に好ましく使用される。
【実施例】
【００７７】
　以下、実施例により本発明を具体的に詳述するが、本発明は以下の実施例のみに限定さ
れるものではない。本実施例および比較例に用いたポリアミド樹脂（Ｘ）は以下の通りで
ある。
【００７８】
　製造例１：（Ｘ－１）ポリアミド１０Ｔ／６１２
　ジアミン成分であるデカメチレンジアミン（東京化成工業（株）製）とヘキサメチレン
ジアミン（東京化成工業（株）製）をモル比が９１：９になるように混合して混合液を調
製した。また、ジカルボン酸成分であるテレフタル酸（東京化成工業（株）製）およびド
デカン二酸（東京化成工業（株）製）をモル比が９１：９になるように混合して混合液を
調製し、ジアミン成分とジカルボン酸成分の全量が１０ｋｇで等モル量になるように添加
した。さらに、デカメチレンジアミン全量に対して０．５ｍｏｌ％のデカメチレンジアミ
ンおよびヘキサメチレンジアミンの混合液（９１／９（ｍｏｌ％比））を過剰に添加し、
これら原料の合計７０重量部に対して、水３０重量部を添加して混合し、加圧容器に仕込
んで密閉し、窒素置換した。加熱を開始して、２．０時間かけて２４０℃まで上昇させ、
缶内圧力が２．０ＭＰａに到達した後、水分を系外へ放出させながら缶内圧力２．０ＭＰ
ａ、缶内温度２４０℃で２時間保持した。その後、加圧容器から内容物を吐出し、ポリア
ミドオリゴマーを得た。得られたポリアミドオリゴマーを粉砕し、１００℃で２４時間真
空乾燥して、５０Ｐａ、２４０℃で固相重合し、ηｒ＝２．１０、融点２８９℃のポリア
ミド１０Ｔ／６１２を得た。なお、得られたポリアミド樹脂の相対粘度ηｒは、ポリアミ
ド樹脂を９８％硫酸溶液に濃度０．０１ｇ／ｍｌで溶解した溶液について、２５℃でオス
トワルド式粘度計を用いて測定した。
【００７９】
　製造例２：（Ｘ－２）ポリアミド１０Ｔ
　デカメチレンジアミン（東京化成工業（株）製）とテレフタル酸（東京化成工業（株）
製）を全量１０ｋｇになるように等モル量添加し、さらに、デカメチレンジアミン全量に
対して０．５ｍｏｌ％のデカメチレンジアミンを過剰に添加し、これら原料の合計７０重
量部に対して、水３０重量部を添加して混合し、加圧容器に仕込んで密閉し、窒素置換し
た。加熱を開始して２．５時間かけて２４０℃まで上昇させ、缶内圧力が２．０ＭＰａに
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到達した後、水分を系外へ放出させながら缶内圧力２．０ＭＰａ、缶内温度２４０℃で２
．５時間保持した。その後、加圧容器から内容物を吐出し、ポリアミドオリゴマーを得た
。得られたポリアミドオリゴマーを粉砕し、１４０℃で２４時間真空乾燥して、ηｒ＝１
．５４、融点３０８℃のポリアミド１０Ｔを得た。
【００８０】
　製造例３：（Ｘ－３）ポリアミド１０Ｔ／６１２
　ジアミン成分であるデカメチレンジアミン（東京化成工業（株）製）とヘキサメチレン
ジアミン（東京化成工業（株）製）をモル比が９１：９になるように混合して混合液を調
製した。また、ジカルボン酸成分であるテレフタル酸（東京化成工業（株）製）およびド
デカン二酸（東京化成工業（株）製）をモル比が９１：９になるように混合して混合液を
調製し、ジアミン成分とジカルボン酸成分の全量が１０ｋｇで等モル量になるように添加
した。さらに、デカメチレンジアミン全量に対して０．５ｍｏｌ％のデカメチレンジアミ
ンおよびヘキサメチレンジアミンの混合液（９１／９モル％比）を過剰に添加し、これら
原料の合計７０重量部に対して、水３０重量部を添加して混合し、加圧容器に仕込んで密
閉し、窒素置換した。重合開始から５分後、１．０時間かけて２４０℃まで上昇させ、缶
内圧力が２．０ＭＰａに到達した後、水分を系外へ放出させながら缶内圧力２．０ＭＰａ
、缶内温度２４０℃で１．５時間保持した。その後、加圧容器から内容物を吐出し、ポリ
アミドオリゴマーを得た。得られたポリアミドオリゴマーを粉砕し、１４０℃で２４時間
真空乾燥し、ηｒ＝２．０２、融点２８６℃のポリアミド１０Ｔ／６１２を得た。
【００８１】
　（Ｘ－４）ポリアミド６６
ポリアミド６６（東レ（株）製“アミラン”（登録商標）ＣＭ３００１－Ｎ）。
【００８２】
　製造例４：（Ｘ－５）ポリアミド１０Ｔ
　デカメチレンジアミン（東京化成工業（株）製）とテレフタル酸（東京化成工業（株）
製）を、全量１０ｋｇになるように等モル量添加した。さらに、デカメチレンジアミン全
量に対して０．５ｍｏｌ％のデカメチレンジアミンを過剰に添加し、これら原料の合計７
０重量部に対して、水３０重量部を添加して混合し、加圧容器に仕込んで密閉し、窒素置
換した。加熱を開始して、缶内圧力が２．０ＭＰａに到達した後、水分を系外へ放出させ
ながら缶内圧力２．０ＭＰａ、缶内温度２４０℃で２時間保持した。その後、加圧容器か
ら内容物を吐出し、ポリアミドオリゴマーを得た。得られたポリアミドオリゴマーを粉砕
し、１００℃で２４時間真空乾燥して、５０Ｐａ、２４０℃で固相重合し、ηｒ＝２．４
８０、融点３１８℃のポリアミド１０Ｔを得た。
【００８３】
　実施例および比較例に用いた亜リン酸、ジ亜リン酸またはそれらの金属塩（Ｂ）は以下
の通りである。
（Ｂ－１）：ジ亜リン酸ナトリウム（太平化学産業（株）製）
（Ｂ－２）：ジ亜リン酸カルシウム（太平化学産業（株）製）。
【００８４】
　実施例および比較例に用いた無機充填剤（Ｃ）は以下の通りである。
（Ｃ－１）：ガラス繊維（日本電気硝子製　Ｔ－２７５Ｈ、断面の直径１０．５μｍ、繊
維長３ｍｍ）
（Ｃ－２）：ワラステナイト（キンセイマテック（株）製　ＦＰＷ－４００Ｓ、アスペク
ト比４）。
【００８５】
　実施例および比較例に用いた難燃剤（Ｄ）は以下の通りである。
（Ｄ－１）リン系難燃剤（クラリアント製ジエチルホスフィン酸アルミ「ＯＰ１２３０」
）。
【００８６】
　各実施例および比較例における特性評価は下記の方法に従って行った。
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【００８７】
　［分子量分布］
　各実施例および比較例で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥した。実施例
１～６、９～１１および比較例１～４についてはペレットを２．５ｍｇ計量し、実施例７
～８、１２および比較例５～９についてはペレット中のポリアミド樹脂分が２．５ｍｇに
なるようにペレットを計量し、ポリアミド樹脂をヘキサフルオロイソプロパノール（０．
００５Ｎ－トリフルオロ酢酸ナトリウム添加）４ｍｌに樹脂濃度：６．２ｐｐｍ（ｗｔ／
ｗｔ）で溶解し、０．４５μｍのフィルターでろ過して得られた溶液を用いてＧＰＣ測定
を行った。なお、ＧＰＣのポンプはＷａｔｅｒｓ　５１５（Ｗａｔｅｒｓ製）、検出器は
示差屈折率計Ｗａｔｅｒｓ　４１０（Ｗａｔｅｒｓ製）、カラムはＳｈｏｄｅｘ　ＨＦＩ
Ｐ－８０６Ｍ（２本）＋ＨＦＩＰ－ＬＧを用い、流速は０．５ｍｌ／ｍｉｎ、試料注入量
は０．１ｍｌ、温度は３０℃の条件で測定した。分子量校正はポリメタクリル酸メチルを
用いて行った。
【００８８】
　［流動性］
　各実施例および比較例で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し、ＲＯＢＯ
ＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、金型温度を１２０℃とし、樹脂温度を
表１～４記載の樹脂温度として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を９８ＭＰａ
とした条件で、１０ｍｍ幅×０．５ｍｍ厚の成形品を１０個射出成形した。成形品１０個
の長さを測定し、その数平均値を流動長として算出した。流動長が長いほど流動性に優れ
ることを示している。
【００８９】
　［耐熱性］
　各実施例および比較例で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し、ＲＯＢＯ
ＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、金型温度を１２０℃とし、樹脂温度を
表１～４記載の樹脂温度として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を下限圧＋０
．４９ＭＰａとした条件で、８０×１０×４ｍｍのＩＳＯ試験片を作製した。この試験片
について、ＪＩＳ　Ｋ７２０７（１９８３年）硬質プラスチックの荷重撓み温度試験方法
（ＩＳＯ７５）に準拠して荷重撓み温度を測定した。すなわち、前記試験片を２３℃×５
０％ＲＨ雰囲気下９０時間放置後、高温ＨＤＴテスターＨＤＴ－５００（安田精機製作所
製）に試験片の方向をフラットワイズに設置し、応力１．８２ＭＰａ（高荷重）、ＳＰＡ
Ｎ６４ｍｍ、昇温速度１２０℃／ｈに設定し、成形品が０．３５ｍｍ撓むまでの温度を測
定した。試験片３個の撓み温度の平均値を荷重撓み温度として算出した。
【００９０】
　［圧入強度］
　各実施例および比較例で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し、ＲＯＢＯ
ＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、金型温度を１２０℃とし、樹脂温度を
表１～４記載の樹脂温度として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を下限圧＋０
．４９ＭＰａとした条件で、２．８ｍｍピッチ、１．５ｍｍ×１．５ｍｍの角穴が２０個
付いた、厚さ３ｍｍのピン圧入成形片を得た。得られた成形片の角穴に、１．６ｍｍ×１
．６ｍｍの黄銅製角棒を各々挿入し、１０秒後、角棒を角穴から抜いた。挿抜後、２０個
の角穴のうち圧入割れが発生した数を計数した。圧入割れが発生した数が少ないほど圧入
強度が優れていることを示している。
【００９１】
　［滞留安定性］
　各実施例および比較例で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し、ＲＯＢＯ
ＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、シリンダー設定温度を表１～４記載の
樹脂温度＋２０℃として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を下限圧＋０．４９
ＭＰａとした条件で、成形機シリンダー充填後５分間滞留させた後、ＡＳＴＭ４号ダンベ
ル試験片を成形し、これを滞留安定性試験処理前の試験片とした。次に、成形機シリンダ



(21) JP 6458452 B2 2019.1.30

10

20

30

40

ー充填後、２０分間の滞留時間を経て、上記と同条件にて成形し、得られたＡＳＴＭ４号
ダンベル試験片を滞留安定性試験処理後の試験片とした。なお、この２０分間の滞留時間
で、成形不良により成形品が得られなかったポリアミド樹脂組成物は、「成形不可」とし
た。次いで、滞留安定性評価用ＡＧ－２０００Ｃ（島津製作所）を用いて、測定環境温度
２３℃、５０％ＲＨ、歪速度１０ｍｍ／ｍｉｎ、試料標点間距離５０ｍｍの条件で引張試
験を行い、引張強度を測定した。滞留安定性試験処理前後の各々の成形品３個の引張強度
の平均値を算出し、下記式にて引張強度変化率を算出した。変化率が小さいほど、滞留安
定性に優れるといえる。
引張強度変化率（％）＝｛１－滞留安定性試験処理後引張強度／滞留安定性試験処理前引
張強度｝×１００　。
【００９２】
　［難燃性］
　実施例７、８および比較例７～９で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し
、ＲＯＢＯＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、金型温度を１２０℃とし、
樹脂温度を表３記載の樹脂温度として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を下限
圧＋０．４９ＭＰａとした条件で射出成形し、０．３８ｍｍ厚のＵＬ用試験片を各５個作
製した。ＵＬ９４（米国Ｕｎｄｅｒ　ＷｒｉｔｅｒＬａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ　Ｉｎｃで
定められた規格）に準拠した垂直燃焼方法で評価を実施した。ＵＬ９４の試験方法に準拠
し、垂直に保持した試験片の下端に１０秒間ガスバーナーの炎を接炎させた後、燃焼が１
０秒以内に止まったならば、さらに１０秒間接炎させ、この２回の接炎時間の合計を燃焼
時間とし、５個評価した総燃焼時間を算出した。
【００９３】
　［寸法安定性（リフロー収縮抑制）］
　実施例２および９～１２で得られたペレットを１４０℃で１２時間減圧乾燥し、ＲＯＢ
ＯＳＨＯＴα－３０Ｃ（ファナック社製）を用いて、シリンダー設定温度を表４記載の樹
脂温度＋２０℃として、射出速度を１００ｍｍ／ｓｅｃ、射出圧力を下限圧＋０．４９Ｍ
Ｐａとした条件で、幅７０ｍｍ×長さ７０ｍｍ×厚さ２ｍｍの角板を成形した。得られた
角板１０個の角板の流動方向（ＭＤ）および角板の流動方向に対して垂直な方向（ＴＤ）
それぞれの長さをノギスで測定し、その平均値を算出し、下記式により寸法安定性を評価
した。得られる値が０に近いものほど寸法安定性に優れていることを示している。
寸法安定性＝｜７０－成形片のＴＤ方向の長さの平均値｜－｜７０－成形片のＭＤ方向の
長さの平均値｜。
【００９４】
　（実施例１～６、比較例１～４）
　表１に示すポリアミド樹脂をドライブレンドした後、表１に示す樹脂温度に設定し、ス
クリュー回転数を２００ｒｐｍに設定した（株）日本製鋼所製ＴＥＸ３０型２軸押出機（
Ｌ／Ｄ＝３５）のメインフィーダーより供給し、溶融混練を行った。このメインフィーダ
ーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て０の位置、つまりスクリュー
セグメントの上流側の端部の位置に接続されている。ダイから吐出されるガットを即座に
水浴にて冷却し、ストランドカッターによりペレット化した。前記方法により評価した結
果を表１に示す。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
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　実施例１～６のポリアミド樹脂は、流動性および滞留安定性に優れ、耐熱性および圧入
強度に優れた成形品を得ることができた。実施例２～４のポリアミド樹脂は、圧入強度が
より向上していた。一方、比較例１～４のポリアミド樹脂は、分子量分布が前記式（１）
を満たさないものであり、流動性、滞留安定性、成形品の耐熱性および圧入強度が低下し
た。
【００９７】
　（実施例７、比較例５～６）
　表２に示すポリアミド樹脂をドライブレンドした後、シリンダー設定温度を表２に示す
樹脂温度に設定し、スクリュー回転数を２００ｒｐｍに設定した（株）日本製鋼所製ＴＥ
Ｘ３０型２軸押出機（Ｌ／Ｄ＝３５）のメインフィーダーより供給した。このメインフィ
ーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て０の位置に接続されてい
る。続いて、表２に示す無機充填剤をサイドフィーダーから２軸押出機に供給し、溶融混
練した。このサイドフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て
０．６５の位置に接続されている。ダイから吐出されるガットを即座に水浴にて冷却し、
ストランドカッターによりペレット化した。前記方法により評価した結果を表２に示す。
【００９８】



(24) JP 6458452 B2 2019.1.30

10

20

30

40

50

【表２】

【００９９】
　実施例７のポリアミド樹脂組成物は、流動性に優れ、耐熱性および圧入強度に優れた成
形品を得ることができた。一方、比較例５～６は前記式（１）を満たさないポリアミド樹
脂を含有したため、流動性、滞留安定性および成形品の圧入強度が低下した。
【０１００】
　（実施例８、比較例７～９）
　表３に示すポリアミド樹脂および難燃剤をドライブレンドした後、表３に示す樹脂温度
に設定し、スクリュー回転数を２００ｒｐｍに設定した（株）日本製鋼所製ＴＥＸ３０型
２軸押出機（Ｌ／Ｄ＝３５）のメインフィーダーより供給し、溶融混練を行った。このメ
インフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て０の位置に接続
されている。続いて、表３に示す無機充填剤をサイドフィーダーから２軸押出機に供給し
、溶融混練した。このサイドフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側
より見て０．６５の位置に接続されている。ダイから吐出されるガットを即座に水浴にて
冷却し、ストランドカッターによりペレット化した。前記方法により評価した結果を実施
例７と対比して表３に示す。
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【０１０１】
【表３】

【０１０２】
　実施例８のポリアミド樹脂組成物は、流動性に優れ、耐熱性、圧入強度および難燃性に
優れた成形品を得ることができた。一方、比較例７～９は前記式（１）を満たさないポリ
アミド樹脂を含有したため、流動性および滞留安定性が低下し、圧入強度が低下した。
【０１０３】
　（実施例９～１１）
　表４に示すポリアミド樹脂およびリン系化合物をドライブレンドした後、表４に示す樹
脂温度に設定し、スクリュー回転数を２００ｒｐｍに設定した（株）日本製鋼所製ＴＥＸ
３０型２軸押出機（Ｌ／Ｄ＝３５）のメインフィーダーより供給し、溶融混練を行った。
このメインフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て０の位置
に接続されている。ダイから吐出されるガットを即座に水浴にて冷却し、ストランドカッ
ターによりペレット化した。前記方法により評価した結果を実施例２と対比して表４に示
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す。
【０１０４】
　（実施例１２）
　表４に示すポリアミド樹脂およびリン系化合物をドライブレンドした後、表４に示す樹
脂温度に設定し、スクリュー回転数を２００ｒｐｍに設定した（株）日本製鋼所製ＴＥＸ
３０型２軸押出機（Ｌ／Ｄ＝３５）のメインフィーダーより供給し、溶融混練を行った。
このメインフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの上流側より見て０の位置
に接続されている。続いて、表４に示す無機充填剤をサイドフィーダーから２軸押出機に
供給し、溶融混練した。このサイドフィーダーはスクリューの全長を１．０としたときの
上流側より見て０．６５の位置に接続されている。ダイから吐出されるガットを即座に水
浴にて冷却し、ストランドカッターによりペレット化した。前記方法により評価した結果
を表４に示す。
【０１０５】
【表４】
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【０１０６】
　実施例９～１２のポリアミド樹脂組成物は、流動性により優れ、寸法安定性により優れ
た成形品を得ることができた。実施例９、１０、１２のポリアミド樹脂は、滞留安定性お
よび寸法安定性がより向上していた。実施例１２のポリアミド樹脂組成物は、寸法安定性
が特に向上していた。
【符号の説明】
【０１０７】
１　ポリメタクリル酸メチル換算分子量分布曲線
２　分子量分布曲線の最頻値
３　重量分率７０％に対応する点のうち分子量の最も高い点
４　分子量最大値に対応する点
５　重量分率７０％に対応する点のうち分子量の最も低い点
６　分子量最小値に対応する点

【図１】
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